
拙速な人権救済機関設置法の制定に反対する意見書

法務省は、今通常国会での提出を目指している「人権救済機関設置法案」につ

いて、昨年、新たな人権救済機関の設置等に関する基本方針及び法案の概要を発

表した。

同種の法案は、自公政権時代にも検討が進められ国会に提出されたが、成立に

は至らなかった経緯があるが、当然のことながら、人種、信条、性別などによる

差別や虐待等の人権侵害は断じて許されることではなく、法案の理念自体には異

を唱えるものではない。

しかしながら、この法案は、法務省の外局として人権委員会を設置し、人権侵

害や差別助長行為があった、あるいはそのおそれがあるという認識に基づいて救

済措置を行うこととなっているが、そもそも「人権侵害」及び「差別助長行為」

の定義が不明確である。

このため、人権救済の名のもとに、人権委員会が自らの判断で表現活動に介入

することができることから、恣意的に運用される危険性があり、憲法で保障され

た表現の自由を抑圧することになりかねず、逆に新たな人権侵害を引き起こすこ

とが懸念される。

このように、今回の法案の内容には問題があり、到底容認できるものではない。

よって、国においては、「人権救済機関設置法」を、十分な国民的議論を経な

いまま拙速に制定することのないよう強く要請する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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